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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属薄片を用いたメタリック顔料と、グリコールエーテルと、オルガノシロキサン系界
面活性剤とを、液媒に分散・含有させたインクジェットインク組成物であって、
　前記金属薄片を用いたメタリック顔料は、少なくともアルミニウム層またはアルミニウ
ム化合物層を含み平均厚さ１０ｎｍ以上１００ｎｍ未満であり、
　前記液媒の主溶媒が極性有機溶媒である、インクジェットインク組成物。
【請求項２】
　　グリコールエーテルの含有量がインク組成物全量に対して７質量％以上である請求項
１記載のインク組成物。
【請求項３】
　グリコールエーテルが、アルキレングリコールモノエーテルまたはアルキレングリコー
ルジエーテルである請求項１又は請求項２に記載のインク組成物。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク組成物に関する。より詳しくは、金属薄片を用いたメタリック顔料を
含有し、インクジェット記録における印字安定性及び記録物の光沢性に優れたインク組成
物に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　インクジェット記録方式としては、静電誘引力を利用してインクを吐出させる方式（電
界制御方式）、ピエゾ素子の駆動圧力を利用してインクを吐出させる方式（ドロップ・オ
ン・デマンド方式又は圧力パルス方式）、さらには高熱によって気泡を形成し、成長させ
ることによって生じる圧力を利用してインクを吐出させる方式（バブル又はサーマルジェ
ット方式）等の各種インクジェット記録方式が知られており、これらの方式により極めて
高精度な画像を得ることができる。
　また、インクジェット記録用インクにて、金属光沢を持つ、アルミニウム等の金属粉（
以下、単に金属粉とも称する）とその他の任意の色調を付与するための色材からなる顔料
（以下、メタリック顔料とも称する）が用いられることもある。
【０００３】
　インクジェット用インクによって得られる画像に金属光沢光輝性装飾等を付与するため
、金属蒸着層と樹脂層を有する積層体の破片を含有するインクジェットインクが開示され
ている（例えば、特許文献１参照。）。
　また、メディアへの浸透性を向上させる目的として、アセチレングリコール系界面活性
剤やポリエーテル変性オルガノシロキサン系界面活性剤をメタリック顔料インク中に添加
している技術が報告されている（例えば、特許文献２参照。）。
【０００４】
【特許文献１】特開平１１－３４３４３６号公報
【特許文献２】特開２００５－６８２５２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、この特許文献１の技術では、インクジェット記録における印字安定性及び記録
物の光沢性については、満足できるものではなく、また、特許文献２の技術でも、印字安
定性という観念で見た場合、飛び散りが発生して不十分であった。
　従って、本発明の目的は、上記問題点を解決することであり、インクジェット記録にお
ける印字安定性及び記録物の光沢性が向上した、金属薄片を用いたメタリック顔料を含む
インク組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、金属薄片を用いたメタリック顔料を含むインク組成物に、特定の化合物を
含有させることにより、インクジェット記録における印字安定性及び記録物の光沢性が向
上したことを見いだし、本発明に到達したものである。
【０００７】
　即ち、本発明は、下記構成により達成される。
（１）金属薄片を用いたメタリック顔料と、グリコールエーテルと、オルガノシロキサン
系界面活性剤とを含有するインク組成物。
（２）グリコールエーテルの含有量がインク組成物全量に対して７重量％以上である前記
（１）のインク組成物。
（３）グリコールエーテルが、常温で液体のものである前記（１）または（２）のインク
組成物。
（４）グリコールエーテルが、アルキレングリコールモノエーテルまたはアルキレングリ
コールジエーテルである前記（１）～（３）のいずれかのインク組成物。
【０００８】
　本発明の金属薄片を用いたメタリック顔料を含有するインク組成物は、グリコールエー
テルと、オルガノシロキサン系界面活性剤とを含有するにより、インクジェット記録にお
ける印字安定性及び記録物の光沢性が向上した。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
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　以下、本発明のインク組成物について詳細に説明する。
　本発明のインク組成物に含有されるメタリック顔料としては、金属薄片を用いたもので
あれば特に限定されないが、例えば、シート状基材面に剥離用樹脂層と金属又は金属化合
物層とが順次積層された構造からなる複合化顔料原体の前記金属又は金属化合物層を前記
剥離用樹脂層を境界として前記シート状基材より剥離し粉砕したものが挙げられる。
　本発明に使用するメタリック顔料を製造するための複合化顔料原体の金属又は金属化合
物層に用いられる金属又は金属化合物は、金属光沢を有する等の機能を有するものであれ
ば特に限定されるものではないが、アルミニウム、銀、金、ニッケル、クロム、錫、亜鉛
、インジウム、チタン、銅等が使用され、これらの単体金属、金属化合物又はこれらの合
金およびそれら混合物の少なくとも一種が使用される。
【００１０】
　前記金属又は金属化合物層は、真空蒸着、イオンプレーティング又はスパッタリング法
による形成が好ましい。これらの金属又は金属化合物層の厚さは、特に限定されないが、
３０～１５０ｎｍの範囲が好ましい。３０ｎｍ未満では反射性、光輝性に劣り、金属顔料
としての性能が低くなり、１５０ｎｍを超えると見かけ比重が増加し、メタリック顔料の
分散安定性が低下する。金属又は金属化合物層の不必要な増大は、粒子の重量増加を招く
だけであり、これより厚い膜厚であっても、反射性、光輝性はあまり変化しない。
【００１１】
　本発明に使用するメタリック顔料を製造するための複合化顔料原体における剥離用樹脂
層は、前記金属又は金属化合物層のアンダーコート層であるが、シート状基材面との剥離
性を向上させるための剥離性層である。この剥離用樹脂層に用いる樹脂としては、特に限
定されるものではないが、例えばポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリエ
チレングリコール、ポリアクリル酸、ポリアクリルアミド、セルロース誘導体、ポリビニ
ルブチラール、アクリル酸共重合体又は変性ナイロン樹脂が好ましい。
　上記樹脂の一種または二種以上の混合物の溶液を塗布し、乾燥等を施して層が形成され
る。塗布液には粘度調節剤等の添加剤を含有させることができる。
【００１２】
　剥離用樹脂層の塗布は、一般的に用いられるグラビア塗布、ロール塗布、ブレード塗布
、エクストルージョン塗布、ディップ塗布、スピンコート等により形成される。塗布・乾
燥後、必要であれば、カレンダー処理により、表面の平滑化を行う。
　剥離用樹脂層の厚さは、特に限定されないが、０．５～５０μｍが好ましく、より好ま
しくは１～１０μｍである。０．５μｍ未満では分散樹脂としての量が不足し、５０μｍ
を超えるとロール化した場合、顔料層との界面で剥離し易いものとなってしまう。
【００１３】
　本発明に使用するメタリック顔料を製造するための複合化顔料原体におけるシート状基
材としては、特に限定されないが、ポリテトラフルオロエチレン、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、ポリエチレンテレフタレート，ポリエチレンナフタレート等のポリエステルフ
イルム、66ナイロン、６ナイロン等のポリアミドフイルム、ポリカーボネートフイルム、
トリアセテートフイルム、ポリイミドフイルム等の離型性フイルムが挙げられる。
　好ましいシート状基材としては、ポリエチレンテレフタレートまたはその共重合体であ
る。
　これらのシート状基材の厚さは、特に限定されないが、１０～１５０μｍが好ましい。
１０μｍ以上であれば、工程等で取り扱い性に問題がなく、１５０μｍ以下であれば、柔
軟性に富み、ロール化、剥離等に問題がない。
【００１４】
　また、前記金属又は金属化合物層は、保護層で挟まれていてもよい。該保護層としては
、酸化ケイ素層、保護用樹脂層が挙げられる。
　酸化ケイ素層は、酸化ケイ素を含有する層であれば特に限定されるものではないが、ゾ
ル－ゲル法によって、テトラアルコキシシラン等のシリコンアルコキシド又はその重合体
から形成されることが好ましい。
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　上記シリコンアルコキシド又はその重合体を溶解したアルコール溶液を塗布し、加熱焼
成することにより、酸化ケイ素層の塗膜形成する。
【００１５】
　保護用樹脂層としては、分散媒に溶解しない樹脂であれば特に限定されるものではない
が、例えばポリビニルアルコール、ポリエチレングリコール、ポリアクリル酸、ポリアク
リルアミドまたはセルロース誘導体等挙げられるが、ポリビニルアルコール又はセルロー
ス誘導体から形成されることが好ましい。
　上記樹脂一種または二種以上の混合物の水溶液を塗布し、乾燥等を施した層が形成され
る。塗布液には粘度調節剤等の添加剤を含有させることができる。
　上記酸化ケイ素および樹脂の塗布は、上記剥離用樹脂層の塗布と同様の手法により行わ
れる。
【００１６】
　上記保護層の厚さは、特に限定されないが、５０～１５０ｎｍの範囲が好ましい。５０
ｎｍ未満では機械的強度が不足であり、１５０ｎｍを超えると強度が高くなり過ぎるため
粉砕・分散が困難となり、また金属又は金属化合物層との界面で剥離してしまう場合があ
る。
【００１７】
　また、前記「保護層」と「金属又は金属化合物層」との間に色材層を有していてもよい
。
　色材層は、任意の着色複合顔料を得るために導入するものであり、本発明に使用するメ
タリック顔料の金属光沢、光輝性に加え、任意の色調、色相を付与できる色材を含有でき
るものであれば特に限定されるものではない。この色材層に用いる色材としては、染料、
顔料のいずれでも良い。また、染料、顔料としては、公知のものを適宜使用することがで
きる。
　この場合、色材層に用いられる“顔料”とは一般的な顔料化学の分野で定義される、天
然顔料、合成有機顔料、合成無機顔料等を意味し、本発明の“複合化顔料”等の、積層構
造に加工されたものとは異なるものである。
【００１８】
　この色材層の形成方法としては、特に限定されないが、コーティングにより形成するこ
とが好ましい。
　また、色材層に用いられる色材が顔料の場合は、色材分散用樹脂をさらに含むことが好
ましく、該色材分散用樹脂としては、ポリビニルブチラール、アクリル酸共重合体等が好
ましい。この場合、色材層は、顔料と色材分散用樹脂と必要に応じてその他の添加剤等を
溶媒に分散または溶解させ、溶液としてスピンコートで均一な液膜を形成した後、乾燥さ
せて樹脂薄膜として作成されることが好ましい。
　なお、本発明に使用するメタリック顔料を製造するための複合化顔料原体の製造におい
て、上記の色材層と保護層の形成がともにコーティングにより行われることが、作業効率
上好ましい。
【００１９】
　本発明に使用するメタリック顔料を製造するための複合化顔料原体としては、前記剥離
用樹脂層と金属又は金属化合物層との順次積層構造を複数有する層構成も可能である。そ
の際、複数の金属又は金属化合物層からなる積層構造の全体の厚み、即ち、シート状基材
とその直上の剥離用樹脂層を除いた、金属又は金属化合物層－剥離用樹脂層－金属又は金
属化合物層・・・剥離用樹脂層－金属又は金属化合物層の厚みは５０００ｎｍ以下である
ことが好ましい。５０００ｎｍ以下であると、複合化顔料原体をロール状に丸めた場合で
も、ひび割れ、剥離を生じ難く、保存性に優れる。また、顔料化した場合も、光輝性に優
れており好ましいものである。
　また、シート状基材面の両面に、剥離用樹脂層と金属又は金属化合物層とが順次積層さ
れた構造も挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２０】
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　本発明に使用するメタリック顔料は、前記複合化顔料原体の金属又は金属化合物層を、
剥離用樹脂層を境界として前記シート状基材より剥離し、粉砕し微細化して得ることがで
きる。
　剥離処理法としては、特に限定されないが、前記複合化顔料原体を液体中に浸漬するこ
とによりなされる方法、また液体中に浸漬すると同時に超音波処理を行い、剥離処理と剥
離した複合化顔料の粉砕処理を行う方法が好ましい。
　上記のようにして得られるメタリック顔料は、剥離用樹脂層が保護コロイドの役割を有
し、溶剤中での分散処理を行うだけで安定な分散液を得ることが可能である。また該メタ
リック顔料を用いたインク組成物においては、前記剥離用樹脂層由来の樹脂は紙等の記録
媒体に対する接着性を付与する機能も担う。
　本発明のインク組成物をインクジェットプリンタで使用する場合には、上記メタリック
顔料は、平均厚みが１０～１００ｎｍ、粒度分布における最大粒子径が１０μｍ以下であ
ることが好ましい。
【００２１】
　本発明のインク組成物に含有されるグリコールエーテルとは、メチル、ｎ－プロピル、
ｉ－プロピル、ｎ－ブチル、ｉ－ブチル、ヘキシル、そして２－エチルヘキシルの脂肪族
、二重結合を有するアリル並びにフェニルの各基をベースとするエチレングリコール系エ
ーテルとプロピレングリコール系エーテルがあり、無色で臭いも少なく、分子内にエーテ
ル基と水酸基を有しているので、アルコール類とエーテル類の両方の特性を備えた、常温
で液体のものである。
　例としては、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチル
エーテル、エチレングリコールモノイソプロピルエーテル、エチレングリコールモノブチ
ルエーテル、エチレングリコールモノヘキシルエーテル、エチレングリコールモノフェニ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチ
ルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジメチル
エーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、トリエチエレングリコールモノメチ
ルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノ
ブチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノ
エチルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコール
モノエチルエーテルなどが挙げられる。
　このようなグリコールエーテルは、インク組成物全量に対して７重量％以上含有されて
いることが好ましい。
【００２２】
　本発明のインク組成物に含有されるオルガノシロキサン系界面活性剤について説明する
。
　オルガノシロキサンとは、シリコンと酸素と有機基を主成分とする有機化合物群である
。オルガノシロキサンには、側鎖や末端がメチル基である又は、側鎖の一部がフェニル基
や水素基であるストレート系、側鎖や末端が有機基（アミノ基、エポキシ基、ポリエーテ
ル基等）である変性系がある。
　例としては、ポリジメチルシロキサン、ポリエーテル変性ポリジメチルシロキサン、ポ
リエステル変性ポリジメチルシロキサン、アミノ変性ポリジメチルシロキサン、カルボキ
シル変性ポリジメチルシロキサン、カルビノール変性ポリジメチルシロキサン等が挙げら
れる。
【００２３】
　本発明のインク組成物は、上記のメタリック顔料、グリコールエーテルおよびオルガノ
シロキサン系界面活性剤を、適切な液媒に分散・含有させたものである。
　本発明のインク組成物に用いられる液媒は、水系のものであっても有機系のものであっ
てもよいが、インクとしての信頼性を確保する点から、有機系のものであることが好まし
い。
　有機系の液媒としては、好ましくは極性有機溶媒、例えば、アルコール類（例えば、メ
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チルアルコール、エチルアルコール、プロピルアルコール、ブチルアルコール、又はフッ
化アルコール等）、ケトン類（例えば、アセトン、メチルエチルケトン、又はシクロヘキ
サノン等）、カルボン酸エステル類（例えば、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸プロピル、
酢酸ブチル、プロピオン酸メチル、又はプロピオン酸エチル等）、又はエーテル類（例え
ば、ジエチルエーテル、ジプロピルエーテル、テトラヒドロフラン、又はジオキサン等）
等を用いることができる。
　その他、好ましい有機溶媒として、国際公開第２００２／０５５６１９号パンフレット
に記載されているような、常温常圧下で液体のジエチレングリコール化合物と常温常圧下
で液体のジプロピレングリコール化合物との混合物等を挙げることができる。
【００２４】
　有機系液媒を用いる場合は、他に、非イオン性のポリオキシエチレン誘導体を含むこと
ができる。ポリオキシエチレン誘導体としては、常温常圧下で液体の化合物が好ましい。
前記ポリオキシエチレン誘導体は、油性インク組成物に再溶解性を付与することができる
。
【００２５】
　前記のポリオキシエチレン誘導体としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエー
テル、例えば、ポリオキシエチレンセチルエーテル（例えば、ニッサンノニオンＰ－２０
８；日本油脂株式会社）、ポリオキシエチレンオレイルエーテル（例えば、ニッサンノニ
オンＥ－２０２Ｓ，Ｅ－２０５Ｓ；日本油脂株式会社）、又はポリオキシエチレンラウリ
ルエーテル（例えば、エマルゲン１０６，１０８；花王株式会社）、ポリオキシエチレン
アルキルフェノールエーテル、例えば、ポリオキシエチレンオクチルフェノールエーテル
（例えば、ニッサンノニオンＨＳ－２０４．５，ＨＳ－２０６，ＨＳ－２０８；日本油脂
株式会社）、ソルビタンモノエステル、例えば、ソルビタンモノカプリレート（例えば、
ニッサンノニオンＣＰ－０８Ｒ；日本油脂株式会社）、又はソルビタンモノラウレート（
例えば、ニッサンノニオンＬＰ－２０Ｒ；日本油脂株式会社）、ポリオキシエチレンソル
ビタンモノエステル、例えば、ポリオキシエチレンソルビタンモノステアレート（例えば
、ニッサンノニオンＯＴ－２２１；日本油脂株式会社）、ポリカルボン酸系高分子活性剤
（フローレンＧ－７００；共栄社化学株式会社）、ポリオキシエチレン高級アルコールエ
ーテル（例えば、エマルゲン７０７，７０９；花王株式会社）、テトラグリセンリンオレ
ート（例えば、ポエムＪ－４５８１；理研ビタミン株式会社）、ノニルフェノールエトキ
シレート（例えば、アデカトールＮＰ－６２０，ＮＰ－６５０，ＮＰ－６６０，ＮＰ－６
７５，ＮＰ－６８３，ＮＰ－６８６；旭電化工業株式会社）、脂肪族リン酸エステル（例
えば、アデカコールＣＳ－１４１Ｅ，ＴＳ－２３０Ｅ；旭電化工業株式会社）、ソルビタ
ンセスキオレート（例えば、ソルゲン３０；第一工業製薬株式会社）、ソルビタンモノオ
レート（例えば、ソルゲン４０；第一工業製薬株式会社）、ポリエチレングリコールソル
ビタンモノラウレート（例えば、ソルゲンＴＷ－２０；第一工業製薬株式会社）、ポリエ
チレングリコールソルビタンモノオレート（例えば、ソルゲンＴＷ－８０；第一工業製薬
株式会社）を挙げることができる。更には、前記のポリオキシエチレン誘導体としてアセ
チレングリコール系界面活性剤を用いることができる。その具体例としてはサーフイノー
ル１０４、８２、４６５、４８５、又はＴＧ（いずれもＡｉｒ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ ａｎｄ
 Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ．Ｉｎｃ．より入手可能）、オルフインＳＴＧ、オルフインＥ１０
１０（いずれも日信化学社製の商品名）を挙げることができる。
【００２６】
　また、前記のポリオキシエチレン誘導体として、その他の市販品を利用することも可能
であり、その具体例としては、ニッサンノニオンＡ－１０Ｒ，Ａ－１３Ｒ（日本油脂株式
会社）、フローレンＴＧ－７４０Ｗ，Ｄ－９０（共栄社化学株式会社）、エマルゲンＡ－
９０，Ａ－６０（花王株式会社）、又はノイゲンＣＸ－１００（第一工業製薬株式会社）
を挙げることができる。
【００２７】
　有機系液媒を用いる場合は、本発明のインク組成物において、前記ポリオキシエチレン
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誘導体の含有量は、付与すべき再溶解性によって適宜選択することができるが、インク組
成物中の顔料の含有量に対して、好ましくは５～２００重量％、より好ましくは３０～１
２０重量％である。
【００２８】
　有機系液媒を用いる場合は、本発明のインク組成物は、分散剤を含むことができる。分
散剤としては、通常の油性インク組成物、特には、インクジェット記録用油性インク組成
物において用いられている任意の分散剤を用いることができ、特には、有機溶剤の溶解度
パラメーターが８～１１のときに、有効に作用する分散剤を用いるのが好ましい。こうし
た分散剤としては、市販品を利用することも可能であり、その具体例としては、ポリエス
テル系高分子化合物（ヒノアクトＫＦ１－Ｍ，Ｔ－６０００，Ｔ－７０００，Ｔ－８００
０，Ｔ－８３５０Ｐ，Ｔ－８０００Ｅ；武生ファインケミカル株式会社製）、ｓｏｌｓｐ
ｅｒｓｅ２００００，２４０００，３２０００，３２５００，３３５００，３４０００，
３５２００（アビシア株式会社）、ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１６１，１６２，１６３，１６
４，１６６，１８０，１９０，１９１，１９２（ビック・ケミー社）、フローレンＤＯＰ
Ａ－１７，２２，３３，Ｇ－７００（共栄社化学株式会社）、アジスパーＰＢ８２１，Ｐ
Ｂ７１１（味の素株式会社）、ＬＰ４０１０，ＬＰ４０５０，ＬＰ４０５５，ＰＯＬＹＭ
ＥＲ４００，４０１，４０２，４０３，４５０，４５１，４５３（ＥＦＫＡケミカルズ社
）を挙げることができる。
　本発明のインク組成物において、前記分散剤の含有量は、分散すべき顔料によって適宜
選択することができるが、インク組成物中の顔料の含有量に対して、好ましくは５～２０
０重量％、より好ましくは３０～１２０重量％である。
【００２９】
　有機系液媒を用いる場合は、本発明のインク組成物は、その他に、通常の油性インク組
成物に含まれているその他の添加剤を含むことができる。こうした添加剤としては、例え
ば、安定剤（例えば、酸化防止剤、又は紫外線吸収剤）、界面活性剤、及び／又はバイン
ダー樹脂を挙げることができる。酸化防止剤としては、例えば、ＢＨＡ（２，３－ブチル
－４－オキシアニソール）又はＢＨＴ（２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール）を用
いることができ、紫外線吸収剤としては、例えば、ベンゾフェノン系化合物、又はベンゾ
トリアゾール系化合物を用いることができる。また、界面活性剤としては、アニオン系、
カチオン系、両性、又は非イオン系のいずれの界面活性剤も用いることができる。更に、
バインダー樹脂によって本発明の油性インク組成物の粘度を調整することができる。本発
明の油性インク組成物の粘度（温度２０℃における粘度）は、例えば、１０ｍＰａ・ｓ、
より好ましくは５ｍＰａ・ｓである。
　バインダー樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、スチレンアクリル樹脂、ロジン変性
樹脂、フェノール樹脂、テルペン系樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ
樹脂、塩化ビニル酢酸ビニル共重合体、繊維素系樹脂（例えば、セルロースアセテートブ
チレート）、又はビニルトルエン－α－メチルスチレン共重合体を用いることができる。
なお、バインダー樹脂は、その添加量により、記録媒体への顔料の定着性を更に良好にす
ることもできる。
【００３０】
　本発明のインク組成物は、公知の慣用方法によって調製することができる。例えば、最
初に、メタリック顔料、分散剤、及び前記液媒を混合した後、ボールミル、ビーズミル、
超音波、又はジェットミル等で顔料分散液を調製し、所望のインク特性を有するように調
整する。続いて、バインダー樹脂、前記液媒、及びその他の添加剤（例えば、分散助剤や
粘度調整剤）を撹拌下に加えて顔料インク組成物を得ることができる。
　その他、複合化顔料原体を、一旦液媒中で超音波処理して複合化顔料分散液とした後、
必要なインク用液媒と混合しても良く、また、複合化顔料原体を直接インク用液媒中で超
音波処理してそのままインク組成物とすることもできる。
【００３１】
　本発明のインク組成物の物性は特に限定されるものではないが、例えば、その表面張力
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は好ましくは２０～５０ｍＮ／ｍである。表面張力が２０ｍＮ／ｍ未満になると、インク
組成物がインクジェット記録用プリンタヘッドの表面に濡れ広がるか、又は滲み出してし
まい、インク滴の吐出が困難になることがあり、表面張力が５０ｍＮ／ｍを越えると、記
録媒体の表面において濡れ広がらず、良好な印刷ができないことがある。
【００３２】
　本発明のインク組成物は、各種インクジェット記録方式に適用することができる。すな
わち、静電誘引力を利用してインクを吐出させる電界制御方式、ピエゾ素子の駆動圧力を
利用してインクを吐出させるドロップ・オン・デマンド方式（又は圧力パルス方式）、さ
らには高熱によって気泡を形成し、成長させることによって生じる圧力を利用してインク
を吐出させるバブル又はサーマルジェット方式等の各種インクジェット記録方式に適用す
ることができる。
【実施例】
【００３３】
　以下に本発明を実施例によって更に具体的に説明するが、勿論本発明の範囲は、これら
によって限定されるものではない。
１．アルミニウム顔料分散液の製造
（１）膜厚１００μｍのＰＥＴフイルム上に、下記組成の樹脂層塗工液をスピンコート法
によって均一な液膜を形成した後、乾燥させて樹脂薄膜層を作成した。
【００３４】
（樹脂層塗工液）
　エスレツクＢＬ－１０（積水化学工業（株）製　ブチラール樹脂）　　３．０重量％
　グリセリン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．０重量％
　ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）　　　　　　　　　　　　　　　　　　残量
【００３５】
（２）下記の装置を用いて、上記の樹脂層上に、膜厚７０ｎｍのアルミニウム蒸着層を形
成した。
　装置：（株）真空デバイス、ＶＥ－１０１０形真空蒸着装置 
（３）上記方法にて形成した樹脂層とアルミニウム蒸着層の積層体を有するＰＥＴフイル
ムをＩＰＡ中で超音波分散機を用いて剥離・微細化・分散処理を同時に行いアルミニウム
顔料分散液を作製した。
　この方法にて得られたアルミニウム顔料分散液の顔料含有量は５．０ｗｔ％であった。
【００３６】
２．メタリック顔料含有インク組成物の作製
　上記方法にて作成したアルミニウム顔料分散液を用いて、下記表１の組成のメタリック
顔料含有インク組成物を作製した。
【００３７】



(9) JP 5258150 B2 2013.8.7

10

20

30

40

【表１】

【００３８】
３．印字・印字安定性評価
　１）セイコーエプソン（株）製インクジェットプリンタＰＸ－Ｇ９００を利用し、上記
のメタリック顔料含有インク組成物を用いて、常温・常圧下にて、ＰＭ写真用紙（セイコ
ーエプソン（株）製）にベタパターンを印字した。
【００３９】
　２）実施例１、２、３と比較例１、２のメタリック顔料含有インク組成物を用いて、上
記方法にて印字したベタパターンの吐出状態、印字状態を目視で観察した。評価結果を下
記表２に示す。また、評価指標は以下の通りである。
【００４０】
Ａ：飛び散りも無くベタパターンを形成した。
Ｂ：若干飛び散りが発生するがベタパターンを形成した。
Ｃ：飛び散りが発生して印字中に抜けが発生した。
Ｄ：印字不可能。
【００４１】
【表２】

【００４２】
４．光沢性評価
　実施例１、２、３と比較例１、２のメタリック顔料含有インク組成物を用いて、ＰＭ写
真用紙（セイコーエプソン（株）製）にバーコーターを用いて、均一なベタパターンをそ
れぞれ塗布した。塗布したベタパターンの光沢度をコニカミノルタ（株）製光沢度計「Ｍ
ＵＬＴＩ　ＧＬＯＳＳ　２６８」にて測定した。評価結果を下記表３に示す。また、評価
指標は以下の通りである。
【００４３】
Ａ：入射角６０°における光沢度が７５以上
Ｂ：入射角６０°における光沢度が５０以上７５未満
Ｃ：入射角６０°における光沢度が５０未満
【００４４】
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【表３】

【００４５】
　以上の結果、実施例１～３のインク組成物は印字安定性及び光沢性が共に優れていた。



(11) JP 5258150 B2 2013.8.7

10

フロントページの続き

    合議体
    審判長  山田　靖
    審判官  小川　進
    審判官  大橋　賢一

(56)参考文献  特開２００３－２５３１６６（ＪＰ，Ａ）
              特開２００４－３１５７４０（ＪＰ，Ａ）
              特開平１１－３４３４３６（ＪＰ，Ａ）
              国際公開第２００４／０４６２５４（ＷＯ，Ａ１）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              C09D11/00-11/20
              B41J 2/01-2/21
              B41M 5/00


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

